
（１）最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

（２）４月から適用される時間外労働の上限規制に対応するために必要な費用を反映

令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

※「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

職種 全国平均値 令和５年度比 職種 全国平均値 令和５年度比

特 殊 作 業 員 25,598円 ＋６．２％ 運転手（一般） 23,454円 ＋７．２％

普 通 作 業 員 21,818円 ＋５．５％ 型 わ く 工 28,891円 ＋６．６％

軽 作 業 員 16,929円 ＋６．３％ 大 工 27,721円 ＋４．９％

と び 工 28,461円 ＋６．２％ 左 官 27,414円 ＋５．０％

鉄 筋 工 28,352円 ＋６．６％ 交通誘導警備員Ａ 16,961円 ＋６．４％

運転手（特殊） 26,856円 ＋６．３％ 交通誘導警備員Ｂ 14,909円 ＋７．７％

主要１２職種

全国

全 職 種 （23,600円）令和５年３月比；＋５．９％（平成24年度比；＋７５．３％）

主要12職種※（22,100円）令和５年３月比；＋６．２％（平成24年度比；＋７５．７％）

単価設定のポイント

資料１


